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　諮問第６８号

答　　　　申

第１  審査会の結論

　　　山梨県知事（以下「実施機関」という。）が平成１４年６月２６日付けで

異議申立人に対して行った不開示決定処分は、妥当である。

　

第２　異議申立てに至る経過

　１　行政文書の開示請求

　　　異議申立人は、山梨県情報公開条例（平成１１年山梨県条例第５４号。

以下「条例」という。）第５条に基づき、実施機関に対し、平成１４年６月

１３日付けで「昭和２８年３月２３日付け「山梨県報」記載の山梨県土地

改良事業補助金交付規程第 9条２の『補助金交付の条件』〔区画整理の場合〕

について」の開示を求めて開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行

った。

　２　実施機関の決定

　　　実施機関は、本件開示請求に対応する行政文書は、不存在であるとした

上で、不開示決定処分（以下「本件処分」という。）を行い、不開示とした

理由を付した上で、平成１４年６月２６日付け耕１第６－１８号をもって

本件処分の内容を異議申立人に通知した。

　　　なお、不開示とした理由は以下のとおりである。

　　　行政文書の不存在

昭和２８年３月２３日付け「山梨県報」記載の山梨県土地改良事業補助

金交付規程については、昭和２７年度事業から適用し、昭和３５年度末に

全部改正されているため、昭和２７年度から昭和３５年度の行政文書から、

区画整理事業の場合に限らず土地改良事業についての『補助金交付の条件』

を規定等した行政文書を捜索したところ、発見できなかった。

また、併せて上記行政文書捜索の中で、区画整理事業の個別の交付決定
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通知について調査したところ、『補助金交付の条件』が付されたものは存在

しなかった。

よって、開示請求に係る行政文書を保有していないため。

　

　３　異議申立て

　　　異議申立人は、本件処分を不服として、平成１４年８月１３日付けで、

行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、実施

機関に対して異議申立てを行った。

第３　異議申立ての趣旨及び理由

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、「行政文書を保有していないため」という理由は

受け付けられないというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、不開示理由説明書に対する意見書及び当審

査会が実施した口頭による意見陳述で主張している異議申立ての理由はお

おむね次のとおりである。

（１） 　補助金交付規程に記載されているからには補助金交付の条件は確かに

あった。

（２） 　文書の捜索は『条件』とは何かが理解できた上で完全に行われたのか。

（３） 　認可機関＝耕地課が、当時の「補助事業のきまり・宅地の扱い」に精

通していなければ『島田土地改良区の認可』について的確で正しい判断

は出来ない。

第４　実施機関の説明要旨

　　　実施機関が、不開示理由説明書及び当審査会が実施した口頭での意見聴

取で説明している内容は、おおむね次のとおりである。

本件開示請求行政文書は、昭和２８年３月２３日付け「山梨県報」記載
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の山梨県土地改良事業補助金交付規程第 9 条２の『補助金交付の条件』〔区

画整理の場合〕についてである。

当該規程は、同規程の附則より昭和２７年度事業から適用され、昭和３

６年２月１３日付け「山梨県公報」により、昭和３５年度末に全部改正さ

れていることを確認した。

そこで、昭和２７年度以前から昭和３５年度までの行政文書から、土地

改良事業全般の補助金交付決定通知に附すべき『補助金交付の条件』につ

いて規定若しくは説明等の記載された国からの通知文書及び県の作成した

文書の捜索を行ったが発見できなかった。

また、併せて、区画整理事業の個別の交付決定通知についても調査した

ところ、６件の交付決定通知案文が存在したが、そのすべてに『補助金交

付の条件』は附されていなかった。

よって、本件開示請求行政文書は実施機関には存在しないので、本件処

分については条例に基づいた適正なものであり、違法又は不当な点はない。

第５  審査会の判断

　　　当審査会は、異議申立人提出の異議申立書、意見書、実施機関提出の行

政文書不開示決定通知書、不開示理由説明書、異議申立人からの口頭によ

る意見陳述の聴取及び実施機関からの口頭による意見の聴取の調査結果に

基づいて以下のとおり判断した。

　　

　１　本件開示請求に対応する行政文書について

　　　本件開示請求に対応する行政文書は、昭和２８年３月２３日付け「山梨

県報」に記載された山梨県土地改良事業補助金交付規程（昭和２８年山梨

県告示第８８号。以下「補助金交付規程」という。）第９条第２号に規定す

る『補助金交付の条件』とは何かについて記録されている行政文書である。

　　　

　２　争点

　　　実施機関の行った本件処分における不開示とされる情報が、不存在か否

か、という点である。

　

　３　文書の不存在について
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補助金交付規程は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）に基づき、

土地改良区及び土地改良区連合、農業協同組合及び農業協同組合連合会等

の事業主体が、かんがい排水、機械揚水、区画整理等の土地改良事業施行

に要する経費に対し県が交付する補助金に関し定めたものである。

同規程第９条は、交付を受けた補助金の還付(返還)について定めており、

還付を命ずる要件として、同条第 2 号に「補助金交付の条件に違反したと

き」と定めている。

実施機関は、この「補助金交付の条件」とは何かがわかる文書について、

同規程に関し解釈や説明等を記載した国からの通知や県で作成した文書を

捜索したにもかかわらず、該当する文書の存在を確認できず、また、同規

程に基づき、当時執行された補助金の交付決定通知について、全てを確認

したが、第９条第２号の補助金交付の条件を記載した文書は見つからなか

ったと述べている。

一方、山梨県報によれば、この補助金交付規程は昭和２７年度事業から

適用され、昭和３５年度末には全部改正されていることが認められ、改正

から４０年以上経ち、当該規程を適用している事業は既に終了している。

これらのことからすれば、本件開示請求に対応する行政文書は存在しな

いものと認められる。

　　　　

　４　結　論

　　　以上、審査会は、山梨県情報公開条例等の規定に従い調査審議し、冒頭

の「第１　審査会の結論」のとおり判断した。

　５　審査の経過

　　　審査会の調査審議の経過は、次のとおりである。

年　月　日 審　議　事　項

平成１４年　９月２７日 ○諮問

　　１４年１０月　７日 ○実施機関から不開示理由説明書を受理

　　１４年１１月１１日 ○異議申立人から意見書を受理
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　　１４年１１月２１日

（１４年度第６回審査会）

○ 審議

　　１４年１２月１９日

（１４年度第７回審査会）

○ 審議

異議申立人からの口頭による意見陳述の聴

取及び実施機関からの口頭による意見の聴

取

　　１５年　１月２４日

（１４年度第８回審査会）

○ 審議

　　１５年　２月２４日

（１４年度第９回審査会）

○ 審議
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